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理事会通信

第3５回理事会（平成18年７月６日）の概要
　第３回総会が無事終了。予算及び事業計画ともに異議無く承認されたことの報告がなされ、審議に入った。
第1号議案　探偵業法について

　　　６月に成立した「探偵業の業務の適正化に関する法律」（探偵業法）の概要説明がなされ、今後の取組み姿勢が検討された。

　　　各理事から幅広い意見が交わされたが、何れにしても、本法律は消費者保護を大前提としたもので、業者にとっては可也り厳しいものであることを自覚し、今後業界団体が一丸となって業界の健全化に努めなければならない事が確認された。　

第２号議案　業界情勢（団体）について

　　　業法成立を受け、「今後業界団体の果たす役割が今まで以上に重要になる。ところが、その業界団体そのものが纏まりがなく力不足と言わざるをえない状況にある。」との意見があり、今後の業界団体のあり方が討議された。
　　　各理事から活発な意見が述べられたが、方向性を示すまでの結論には至らず、関調協としては全国団体の動向を視野に入れながら、今できることに最大限努力し会員増強に努める必要性が再確認された。
第３６回理事会（平成18年８月23日）の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

· 戸籍法改正の中間試案について

戸籍謄本の第三者請求を事実上禁止するための戸籍部会の中間試案が発表され、その試案がパブリックコメントにかけられた。意見書提出の締切が8月28日となっており、関調協の全会員に対して意見書提出を要請する文書を発送した。出来るだけ多くの意見を一国民としての立場で提出したい。東京の協同組合は理事長名ですでに提出しており、ＮＰＯの全調協にも提出方をお願いしたい旨の報告があった。
第1号議案　戸籍法部会の中間試案に対する意見書提出について

「中間試案に対する意見書を根拠となる具体的事例を添付して提出したい」との意見に理事全員が賛同。
事前に用意された意見書に各理事が目を通し、その後活発な意見が交わされた。また、団体としてのみでなく、個人的な立場でもパブリックコメントを提出しようとの事で意見の一致をみた。
　　　続いて、意見書の書きかたについての検討がなされた。

　　　終わりに会長は、会員企業の各職場においても調査業者の身勝手な意見と受け取られないよう個人名で意見書の提出を呼びかけてほしい、と各理事に対して要請した。
第３７回理事会（平成18年9月13日）の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
去る9月5日（火）に開催された日調協主催による業法成立祝賀会（東京）に出席してきた。主催者側発表で240名の出席があり、山本拓衆議院議員を始め多数の代議士が出席され、それぞれ挨拶があった。結構盛会であった。

尚、業法の解説書をワーキングチームの事務長であった葉梨衆議院議員が執筆しており、今年11月には出来上がる予定で、その完成に合わせ、出版記念特別セミナーを企画しているとのことで、セミナーへの参加要請がくるものと思われる旨の報告があった。

戸籍部会中間試案のパブリックコメントについて

関係各方面に意見の提出を呼びかけた。結果相当数の意見書が提出されたものと思う。関連して住民基本台帳法の改正も検討されているとの新聞報道があった旨の報告があった。
第1号議案　業界情勢について
　　　業界団体のあり方、各協会、組合の組織及び活動についての報告や意見が交わされたが、決議事項は特に無かった。
　

事務局便り
　何時の間にか猛暑が過ぎ去り、朝夕は肌寒さを感じる今日この頃です。季節の変わり目には特に体調に気をつけましょう。
　戸籍法の中間試案に対するパブリックコメントへのご協力有り難うございました。如何なる形で提出されるか分かりませんが、次期通常国会は眼が離せません。業界としては、各方面に積極的に意見を述べて行きたいと考えておりますのでご協力をお願い致します。

　ＮＰＯ全国調査業協会連合会の総会が平成１８年６月に開催され、新しい執行部体制が次の通り決まりました。
　会長　　　脇山　良之（㈱アイアイサービス統括本部
　副会長　　松谷　廣信　㈱企業サービス
　専務理事　丸田　太郎　ツイセン㈱　
　常務理事　脇山　太介　㈱アイアイサービス本社

　常務理事　後藤　秀彦　アズ・トラスト

　理事　　　井上　公利　㈱産通

　理事　　　田中　幸治　㈱大通信用

理事　　　水田　正之　島田調査事務所

理事　　　杉岡　哲至　㈱日本家出人調査センター

理事　　　石山　　仁　総合調査Ｍ・Ｊ・Ｃ
理事　　　伊藤　寿彦　伊藤調査事務所

理事　　　桐島　　章　㈱ニッタンサービス

監事　　　古内　　栄　東京調査センター

監事　　　山本　陽介　㈱ＩＩＳ・インターナショナル

事務局長　丸田　太郎（専務理事が兼務）

· 関西総合調査業協会として提出した、「戸籍法の見直しに関する中間試案」に対するパブリックコメント
　　　　　　　　　　　　　　　　意　見　書

「戸籍法見直しに関する要綱中間試案」　　　　　　　　　　関西総合調査業協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信

（要　旨）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　「戸籍法見直しに関する要綱中間試案」は、戸籍の公開原則に厳しい制限を加え、事実上非公開にしようとする旨と、戸籍の届け出受理に際し、届出人の本人確認を厳正に行い、虚偽記載を未然に防止する為の改正となっているが、この二つは根本的に異なる問題である為、公開制限と虚偽記載防止の二つ問題について個々に意見を述べることとする。

· 「公開制限」に関する試案に対しては、全面的に反対である。

· 「虚偽記載防止」に関しては、本人確認を含め極めて厳正に行うべきであり賛同する。
戸籍の公開原則に関しては、試案の補足説明にもあるように、戸籍は唯一親族的身分関係を公証するものであり、それ故に、過去幾多の戸籍に関する課題が提議されたにも関わらず堅持されてきたものである。ところが今回の見直し案は交付請求（１）アで「自己の権利若しくは権限を行使するために必要である」場合には、謄抄本等の交付請求ができる、とはしているものの、試案の補足説明及び戸籍法部会の審議内容、叉、現行法での市町村長の対応からして、交付請求の（１）アの前段部分に関しては国民をごまかすための欺瞞的条文でしかなく、現場（市町村長の対応）を知らない見直し案としか思えない。

今回の戸籍法見直し案は、「はじめに結論ありき」で、戸籍法部会の審議は、交付請求を如何に制限するか、請求者の本人確認を如何に行うかなど技術的論議に多くの時間を費やし、戸籍の公開原則が明治以来今日まで何故堅持されて来たか、安全な社会形成に如何に寄与してきたか、非公開にすると国民生活に如何なる弊害を及ぼすか、など真に精査、議論しなければならない基本的重要事項が殆ど審議されていないように思う。少なくとも審議会の諸先生方が不当な圧力に屈しているとは思はないが、何故「はじめに結論ありき」的審議に終始しているのか理解し難いところである。戸籍法の見直しは、国民一人ひとりに関係する重大な問題であり、１年２ヶ月で試案を出すのは性急に過ぎ、僅か１０回の戸籍法部会で十分な審議が尽くされたとは思えないし、見直し案要因の一つである、不正入手問題の一方の当事者である調査業界のヒアリングも行っていない。

もっともっと時間をかけて議論を深め、国民的コンセンサスを得て頂きたいことをお願いし、以下に、公開制限を今以上に厳しくする事による社会的弊害と調査業界の諸問題を列記し、参考に供されんことを願うものである。

戸籍の謄抄本交付請求に厳しい制限を加える見直し案に関する意見と危惧される社会的影響について

1． 今回の戸籍法見直し案発端の背景とその欺瞞

　交付制限に関する問題は、昭和５１年の戸籍法改正理由と今回の改正理由は根本的には同じと考えられ、共に「戸籍の差別的取扱いに関する是正」と思われるが、その社会的背景は大きく異なっている。

　昭和５１年改正時は、戸籍が部落差別を意図した不正な手段に使われ、大きな社会問題になっていた事は事実であり、社会的背景からして公開を一部制限する必要に迫られていたことは理解できたが、その時の法改正で、除籍に関しては原則非公開とされ閲覧制度も廃止された。その事によって、戸籍をさかのぼって原籍地を割り出すなどの差別的取扱いはできなくなった。また、現戸籍に関しても、第三者請求は理由を明らかにしなければならなくなっており、不当な目的による入手は困難となっている。

　以上、法改正の根本的理由は同じと思われるがその社会的背景は大きく異なっている、にも関わらず、未だに戸籍が差別に利用されているかの如く大騒ぎし法改正を叫んでいる、声の大きな少数意見を取り上げ、寡黙な大多数の意見を慮ることなく、見直し案のみ先行し、戸籍公開の功罪を論議することなく、公開制限の技術的論議に終始しているように思えてならない。

公開制限を強く要望している関係各界の真の目的は、差別解消とは別の意図的なものがあるのではと邪推したくなる。

1． 個人情報保護と戸籍公開に関する問題

　補足説明によると、戸籍の記載には、例えば、「嫡出でない子であることや、離婚暦など、その本人にとってみれば他人に知られたくないと思われる事項も含まれている」とし、また昭和５１年の一部改正から３０年近くを経過し、「自分の情報を他人に知られたくないという国民の意識はますます高まっている」とし、個人情報保護の問題等から交付請求をより厳しくする大きな理由の一つとしている。

誰しも「自分の戸籍が他人に見られる」（戸籍の公開）という事に関しては、多少の抵抗はあると思われる。しかし、「抵抗がある」とか「プライバシーの自己コントロール権」などを全面に押し出し法改正を行うとすると、世界に誇ってきた日本の安全社会は一挙に吹き飛んでしまうのではないか。

少なくとも身分関係に関しては、第三者でもその気になれば判るシステムにしておかなければ、意図的な身分詐称が横行することは火を見るより明らかである。

戸籍の公開原則と個人情報保護はある意味相反する問題ではあるが、偽りの少ない安全な社会を維持するためには、ある一定の個人情報やプライバシーが制限されることは止むをえないことであり、これは比較考量の問題と考えられる。

国民の多くが、自己の利害関係者（婚約者、恋人、取引相手、貸借関係者、契約者等々）が真に誰であるのか判る安全を担保できる社会を望むのか、他人に知られたくないと思うことは身分に関するような基本的事項でも全て自己コントロールできる社会を望むのか、真に国民の多くがこの問題に気づけば、前者の安全を担保できる社会を望む者が遥かに多いと考えられるが、こうした問題を国民に問うてから試案を出しても遅くはないと思う。

日本が世界に誇って来た「安全社会」の背景に、親族的身分を公証する「戸籍の公開」が大きく寄与していた事は論を待つまでもない。ただ、安全社会の中にゆったりと浸ってきた国民の多くはこの事に気づかず、個人情報の保護など口当たりの良い目先のことに重きをおいているように思えてならない。

１、戸籍の不正請求に関する問題について

　　調査業者が有資格者を通じて不正に戸籍を入手していた問題が大きくマスコミに取り上げられ、その問題が今回の交付請求制限の動きに大きく起因したものであるが、マスコミ報道によると、あたかも調査業者の不正入手の裏には差別問題が潜んでいるかの如く報じられ、戸籍入手＝差別ととらえられている節があるが、調査業界からみると全く穿った見方であると言わざるを得ない。

　　調査業界は従来から、部落差別は「しない」「受けない」「やらせない」運動を展開し、過去の反省に立ち、部落差別解消の為に積極的な取り組みを行っている。しかし、差別等とは全く別の次元で、戸籍を必要とする事案は数多くある。

　調査業者は、国民からの依頼に基づき安心や安全、利益や財産の保護など権利擁護の為にあらゆる調査を受件しており、利害関係者の代理人的立場で動くことが大半である。その為、被調査人の身分確認の為に戸籍を必要とするケースは日常茶飯事にあるが、現行の戸籍法では「何人も理由を明らかにして交付請求ができる」となっているにも関わらず、行政窓口（市町村長）の多くは、調査会社の交付請求には絶対に応じない。其れが為、有資格者を迂回して入手（不正入手）したものである。決して業界団体はそれを認めている訳ではないが、迂回入手を絶対悪として処分したこともない。

調査業者は、依頼者の安全と権利を護るため、ひいては犯罪の未然防止のため、止むに止まれず迂回し入手したというのが実情である。それを前述のように戸籍入手＝差別と意図的に誤解してとらえ、法改正の大きな理由の一つとしているが、この改正理由そのものに疑問があると言わざるを得ない。

１．交付請求（１）アの「自己の権利若しくは権限を行使するために必要があること」に関して。

交付請求（１）アが第三者請求の場合は、請求理由の権利関係を示すそめい資料の添付を要求されると思わるが、結婚問題や貸借問題など調査業界が扱うケースは、その事が起こる前、所謂事件事故を未然に防ぐ為に、相手の親族的身分関係を知ろうとするのであって、現実問題としては、その理由をそめいする様な資料は無いのが普通である。結婚してから相手の身分関係が分ったのでは遅く、金銭などの貸借契約書を結んでから騙されたと気づいたのでは後の祭りでしかない。

現行法でも、そめい資料を市町村の窓口は執拗に要求するが、与信の為の事前調査には、そめい資料など添付のしようが無いのが現実である。

現行法においても、この現実をご理解頂き、形式的手続きに固着することなく、本当に国民が自己の生命や財産を護るために必要な時に、必要なものが請求できるシステムを確立して頂きたい。

１．補足説明によると、「公開制度を厳格なものに改めるべきであるという要望が関係各界から強まっている」とし、ことを改正理由のひとつとしている。

　　関係各界とはいかなるところをさしているのか・・？。

　　私どもの知る限りでは「戸籍が取れなくて困っている。何とかならないでしょうか、との相談はよく受けるが、戸籍を取られて困った」云々の話は聞いたことがない。

　　一般的には戸籍を取られて不都合に思うのは、身分詐称などして相手を誑かしている詐欺師的な輩が大半であり、そうした人に取って戸籍公開の制限はこの上ない幸いであろうと思われる。

１．補足説明によると、「公開制限を厳正にしておかないと妄りに他人の戸籍を入手し云々」とある問題について。

　　興味本位で他人の戸籍を入手できないようにするシステムの一環として、第三者の戸籍交付請求は、戸籍に記載されているものの請求と料金を別にし、１通１万円など相当高額にすることにより興味本位の戸籍請求などは防げるのでは。

　　以上の書面に、「戸籍、住民票での確認を必要とする最近の具体的調査事例」を列記し、意見書として提出した。
　

マネージャーとして必要な営業法務

問題．弊社（Ｘ）はＡさんに３０００万円の貸金債権を有していますが、Ａさんは事業に失敗し、支払う能力がありません。他にも１億円の負債を抱えています。　　　　　Ａさんのめぼしい財産は自宅の上地建物です。最近、自宅の名義をＡさんの妹に贈与を原因として移しています。弊社はこの自宅に対し、何か打つ手はありますか。

解説　民法４２４条の債権者取消権（詐害行為取消権）を利用して、Ａと妹との間の贈与契約を取り消し、妹にある所有権登記をＡに戻す手続をとるのが良いでしょう。

　　　この取消権が認められる要件は、債務者側に債権者を害する行為、詐害行為と、この行為が債権者を害することになることを知っていること、受益者側妹に債権者を害することになることを知っていることです。妹に登記名義を移してもまだＡが住んでいるような場合には、この取消権は比較的認めてもらいやすいです。この取消極は裁判所に申立てしなければなりません。

問題．弊社（Ｘ）はＡ社に５０００万円の売掛残があります。Ａ社の支払が遅れがちになっております。何かとる手段はありますか。保証人を付けてもらうとどうなりますか。

回答　保証人を付けてもらうと、債務者本人が支払わない時には、保証人に支払を請求出来る権利があります。もし保証人が支払わないときには、保証人の財産を差し押さえすることも出来ます。債務者本人が破産、民事再生、会社更生の申立をしても、保証人には請求できます。
問題． 連帯保証人と保証人は違うのですか。どう違うか説明してください。
解説.　連帯保証も、保証も、債権者に対して債務者と同じ債務を負います。しかし、単なる保証の場合は、１、債務者に先に請求してくださいと言う権利、２.債権者が債務者に１の請求をしても、債務者に財産があり簡単に執行出来ることを証明したら、債権者は先ず債務者の財産を執行する義務があります。
連帯保証人は１、２の権利がありません。従って、債権者は債務者の財産の有無に関係なく連帯保証人の財産から執行することが出来ます。連帯保証人は債務者と何ら変わりません。取引するにあたり保証人をとるのであれば、連帯保証人になってもらうべきです。

問題．弊社はＡ社に１０００万円の貸金債権があります。また、Ａ社に金８００万円の買掛金があります。両債権の簡易な決済方法がありますか。

回答.　相殺（そうさい）するのがよいでしょう。

解説.　要件として両債権が弁済期にあることが必要です。特に本間では弊社のＡに対する貸金債権が弁済期になかったら相殺は出来ません。

　　　互いの債権が弁済期にあれば、弊社はＡ社に相殺の意思表示をし、残額２００万円の請求をすることになります。

問題． 弊社はＡ社から甲土地を３０００万円で買う契約を平成１７年１２月１５　　　　日に結び、代金決済と所有権移転登記を平成１８年３月３１目にすることに　　　　しました。しかし、他に良い上地が見つかりましたので、この契約を解約し　　　　たいのですが、簡単に出来ますか。

回答.　一旦契約を結ぶと、その契約に拘束され簡単に契約を解約することは出来ません。相手方が解約に合意してくれた場合以外、貴社の方から一方的に解約することは出来ません。相手方に債務不履行があれば、民法５４０条以下の条文で契約解除することが出来ます。

問題． 前問で、契約締結時に弊社が３００万円の手付金をＡ社に支払っている場合は、契約解除は簡単に出来ますか。
回答.　３００万円を流して、契約解除をすることが出来ます。民法５５７条に規定しています。契約を解除出来る時期は、相手側が履行に着手するまでです。例えば、Ａ社が登記が出来る状態にし、上地を引き渡すので代金を準備するように連絡してきた場合は、相手方が履行に着手したとみなされ、契約解除することは出来なくなります。

　
会員コーナー

墓参記・独白　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談役　井上　慎哉
去る９月２１日、お彼岸を迎えて京都・伏見の故有本憲二氏の墓参に行って来ました。

　メンバーは前回同様、当協会会長松谷氏こと「まっちゃん」、同副会長東田氏こと「トンちゃん」、それに小生の３名。

　午前１０時少し前に「まっちゃん」の自社ビル・ＫＳビルに到着。少しの待機時間の間に呟きましたね。

“あ…、薄利正統派の二部会でもこんなビル持てるんや。仰山儲けたんや。業界歴４４年のワシもこんなヤツ記憶にないでェ。そやけどほんまは奴さんビルのローンで苦しんどるのと違うか。そや、それに違いない。その証拠にヤツは最近頭髪が白く薄くなってきたやんか。へへへ…

　１０時少し過ぎて「トンちゃん」の高級車ベンツに乗り込み出発。但し、ドライバーの「トンちゃん」は後部座席左側のドアーが大開のまゝで発進。

　ここで又一言独白。

“普通ドアーを全部閉じてから発進するもんやデ。そういえば大昔ワシが若葉マークの時、「トンちゃん」あんたはワシの運転ぶりを揶揄し、顔を真赤にして大笑いしはったなあー。そして自らをプロドライバーかの如く誇示してましたなー。それがどやこの発進のぶざまさは！このヤロメ！”

　伏見へ行く道中、「まっちゃん」「トンちゃん」のお二方のテンションの高いこと！

　例えばゴルフ談義。

まっちゃん「ゴルフは人間性や努力がはっきり結果に出るんでおもろいなあ。この前もハーフをアンダーパーで回ったもんね。ワッハッハ。人間頑張りゃ上達するもんでんな。なあートンちゃん」

とんちゃん「そもそもゴルフは心身のリフレッシュするためのもんや。スコアにこだわって威張ってる方がアホや。人間が小さいんとちがうか」

ここで小生一言、「“どっちゃでもエゝ”」
夜のピンクゾーンの話とななるとお二人のテンションは益々ヒートアップしましたな。お二人共「人から聞いた話やけど」とわざとらしい前置きをしながら、北は札幌から南は博多まで、そりゃ他人から聞いた話にしちゃあチト詳しすぎて臨場感がありましたな・・。

“二人とも男盛りやからええけど、ワシは謹厳実直な古稀目前の老人なんや。ええ加減にしなはれ…や、オモロイやんか。それからどうした？。然し熱弁はええけどもう少しト
ーンダウンしてくれんと唾が飛んできてたまらんデェ。”

そうこうしている内に伏見の有本氏の墓地に到着。

さすがにお二人方は神妙に掃除。献花・線香、そして黙々と真摯に手を合わせて終了。

有本氏逝去日（９月２５日）の４日前の七回忌でした。

有本さん、どうぞ安らかに。このお二方を中心に協会も姿を変えて頑張ってます。

帰途に際して「トンちゃん」の運転に又々一言。

“あんたは来る時はスタートからいきなり「オレはキタ方面から京都方面の道によわいんや。こっち方面は走る機会が余りないんでね」といって、ずっとナビにしがみついてましたな。ほな何でっか、運転歴約４０年。ずっと河内から天王寺・ミナミあたりばっかりウロウロしてきましたんか。もうっ！”然しさすが。帰路はほゞすいすいでしたな。

１２時半すぎキタに帰着。

勿論帰路の道中のお二方はそりゃ賑やかでしたで。

「まっちゃん」の同郷（隠岐島）の人の店「清水」で昼食。大型床式水槽の活イカ料理で名高い名店です。

「まっちゃん」の奢りなので、小生は一番高い弁当を食うたったのであります。お二人に感謝。

当日は車往復、昼食代等合わせて約三万円、それに疲れたので夜のご清遊も休んだので合わせて五万円ほど儲けました。
合　掌

川柳雜句

· 妻旅行EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ソウ),躁)とEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ウツ),鬱)とが日替わりに

· 電話帳これってメガ級プライバシー？

· イヤがるも伴奏かかると唄うもの

· サラ金業まず客の死を想定し

· 厳格なジイジになろうと思ったに
柳名・井上神爺
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
































PAGE  
12

